
（様式1-2） 平成30年度　事業体系図及び要求額

単位：千円

所属名：税　務　課

施　策 事業番号 事 業 名
新規・継続

・廃止の別

事業説明書

ページ番号
要求額

前年度

予算額

前々年度

決算額

賦課徴収業務 55 税務総務 継続 5-1 3,023 2,947 2,757

2,934 10,592

1258 課税事務 継続 5-3 7,669 7,324 9,707

1257 評価事務 継続 5-2 1,936

16,933

小計 29,444 33,140 39,989

19,9351259 徴収事務 継続 5-4 16,816

国土地積調査事業 191 国土地籍調査事業 継続 5-5 24,127

所属合計 53,571 59,017 81,804

25,877 41,815

小計 24,127 25,877 41,815
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 2 1

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

1 一般管理事務　事業費 3,023千円
・ 臨時職員賃金（1人）　1,881千円
・ 公用車の管理（2台）　187千円
・ 図書の整備　306千円
・ 事務費　649千円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

76前年度増減 76
平成30年度 3,023 3,023
平成29年度 2,947 2,947
平成28年度 2,976 2,976 2,757

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 27(実績) 28(実績) 29(現時点) 30 31

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

根拠法令等 □法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称

3,023

事業の対象
(だれに)

　税務課一般

事業の目的
(なんのために)

　税務課一般の管理事務を執る。

平成30年度 3,023

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

税務総務費
事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 徴税費 目

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策

□新規 ■継続
担当課 税務課 担当係 評価係、課税係、徴収係

30

事業番号 55 事業名 税務総務費 事業区分
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 2 2

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

1 固定資産の適正かつ均衡のとれた評価と課税の実施　事務費 1,751千円
・ 償却資産申告書印刷製本費　119千円
・ 家屋評価システム保守委託料　454千円
・ ＧＩＳ（土地評価システム）保守委託料　162千円
・ ＧＩＳ（土地評価システム）機器リース料　108千円
・ 標準宅地時点修正鑑定評価業務委託料　234千円
・ 公図修正業務委託料　179千円
・ 資産評価システム研修センター負担金　45千円
・ 固定資産税補填交付金　450千円

2 固定資産評価審査事務　事業費 185千円
・ 中部ふるさと広域連合負担金　185千円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

-998前年度増減 -998

平成29年度 2,934 2,934
平成28年度 11,174 11,174 10,592

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

実績
目標

達成率

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 27(実績) 28(実績) 29(現時点) 30 31

30 31

指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27 28 29

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

・固定資産税納付書の送付内容の変更
　　従来、口座登録の無い中国五県以外に住む納税義務者に対しては、郵便局の払込取扱票を送付して
　　いたが（中国五県の場合は、コンビニ対応可能な納付書を送付）、住所地に関わらず、コンビニ納
　　付の希望者が増加しているため、３０年度から郵便局の払込取扱票を廃止する。（３０万を超える
　　税額の場合を除く（対象者10件程度）。この廃止により、印刷や封入にかかる作業効率が向上。

根拠法令等 ■法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 地方税法

1,936

事業の対象
(だれに)

　土地・家屋・償却資産について評価、課税する。

事業の目的
(なんのために)

　固定資産税の適正かつ均衡のとれた評価と課税。
　現地調査及び課税台帳の整備。

平成30年度 1,936

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

施策 施策
賦課徴収費

事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 徴税費 目

30

事業番号 1257 事業名 評価事務 事業区分

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

平成30年度 1,936 1,936

□新規 ■継続
担当課 税務課 担当係 評価係

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 2 2

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

1 確定申告事務　事業費 1,928千円
・ 事務補助員賃金（60日×4名）　1,824千円
・ 申告書類等発送負担金　38千円
・ 事務費　66千円

2 町税等の賦課事務　事業費 5,741千円
・ 原付等ナンバープレート作成　32千円
・ 町県民税（特徴）税額決定通知書等印刷費　560千円
・ 軽自動車税申告事務手数料　510千円
・ 町県民税（特徴）個人用通知書シーラー圧着作業委託料　115千円
・ 地方税電子申告審査システム使用料　1,219千円
・ 地方税電子化協議会負担金　305千円
・ 町税償還金　3,000千円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

□新規 ■継続
担当課 税務課 担当係 課税係

30

事業番号 1258 事業名 課税事務 事業区分

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
賦課徴収費

事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 徴税費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

7,669

事業の対象
(だれに)

町県民税、法人税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料

事業の目的
(なんのために)

　地方税法並びに関係法令に基づく適正な賦課

平成30年度 7,669

28 29

根拠法令等 ■法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 地方税法、所得税法、国民健康保険法、介護保険法、高齢者の医療の確保に関する法律

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

・確定申告待ち時間の短縮
　　平成28年分の確定申告より取り組んでいる電子送信について、希望者のみ行っていたが、今後は電信送
　　信ができる申告については、全員電子送信を行い、申告相談の時間短縮を図る。
　　また、申告マニュアルの見直しを行うことで、知識やスキルの研鑽を図り、多様化する申告内容に対応
　　できるようにし、相談時間の短縮を図る。

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

活動項目 年度 27(実績) 28(実績) 29(現時点) 30 31

30 31
指標

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標

年度毎
KPI

年度 27

実績
目標

達成率

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

平成28年度 6,848 6,848 9,707
平成29年度 7,324 7,324
平成30年度 7,669 7,669

345前年度増減 345
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

2 2 2

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

1 家宅捜索、差押の実施　事業費 390千円
・ インターネット公売手数料(査定、搬送料他）　172千円
・ 預金照会（300人分）、支払督促（2件）　127千円
・ 事務費　91千円

2 悪質な滞納者を鳥取県中部ふるさと広域連合へ委託　事業費 16,412千円
・ ふるさと広域連合負担金　16,412千円

3 中部地区租税教育推進協議会負担金 14千円
・ 中部地区租税教育推進協議会負担金 14千円

４　事業達成度と数値目標

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

単位

５　コストの推移

家宅捜索、公売の実施

□新規 ■継続
担当課 税務課 担当係 徴収係

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
賦課徴収費

30

事業番号 1259 事業名 徴収事務 事業区分

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

事業期間 開始 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 総務費 項 徴税費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

30

事業の内容
(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

前年度
からの

改善点等

・滞納処分の強化
　　滞納処分の実務をマニュアル化し、係員全員で処分に取組める体制作りに努める。
・滞納整理実施部会
　　各債権所管課の滞納整理について進捗管理及び意見交換を行い、町全体の滞納額の縮減を図る。
　　担当者における研修を実施し、それを継承し、組織全体でのレベルアップを図る。

根拠法令等 ■法令(義務)　□法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 　地方税法、国税徴収法

16,816

事業の対象
(だれに)

　納税義務者(滞納者　町内４５０人、町外８０人）

事業の目的
(なんのために)

　税等収入並びに町民負担の公平性の確保

平成30年度 16,816

活動項目 年度 27(実績) 28(実績) 29（現時点） 30 31

31 32

指標 210,000千円 190,000千円 180,000千円 170,000千円 160,000千円

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 平成32年度までに税等滞納繰越調定額を160,000千円以下にする。

年度毎
KPI

年度 28 29

8 10
実績 - 10 7
目標 - 6 6

達成率 - -

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額 備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

-3,119

17,432 17,432 16,933
19,935 19,935

-3,119
16,816 16,816

前年度増減
平成30年度
平成29年度
平成28年度
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平成 年度 事業説明書
１　基本情報

5 1 6

２　当該年度の事業費

３　事業の概要

1 地籍調査事業　事業費　15,200千円
・ 大字宮木、高岡の各一部の宅地部分（0.18㎢）の一筆地調査及び測量を委託し

調査を実施する。
　 業務委託費（1年目工程　一筆地調査、測量）　13,274千円

1年目工程（一筆地調査、測量、県検査）　1地区　0.18㎢　654筆
事務費　1,926千円

2 地籍図及び地籍簿の整備
・ 平成28年度調査地区（4地区）の地籍図及び地籍簿を整備し、法務局へ登記を行う。

3年目工程（国認証、登記）　H28年度調査地区　4地区　0.90㎢　612筆

3 地籍データ管理運営　事業費 8,927千円
・ 登記完了地区の地籍管理データ更新業務を委託し、データ管理を行なう。

業務委託費　21地区（H22～H27）　3,327千円　
事務費　5,600千円

４　事業達成度と数値目標

単位

５　コストの推移

前年度増減 -1,750 4,550 2,275 -8,575

21,302
平成30年度 24,127 7,600 3,800 0 0 12,727
平成29年度 25,877 3,050 1,525

備考国庫
支出金

県支出金
その他
(収入)

起債 一般財源

平成28年度 62,971 24,250 12,125 26,596 41,815

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
決算額

目標
実績

達成率

活動項目 年度 27(実績) 28(実績) 29(現時点) 30 31

地籍調査 km2
目標 1.14 0.93 0.20 0.14 1.13
実績 1.14 0.93 0.20

達成率

30 31

指標 1.14㎢ 0.93㎢ 0.20㎢ 1.42㎢ 2.91㎢

活動目標となる数値の設定　※KPIを達成するために事業として目標とする数値を設定する。

□新規 ■継続
担当課 税務課 担当係 地籍調査係

30

事業番号 191 事業名 国土地籍調査事業 事業区分

総合計画 基本理念 安全で安心して暮らせるまち 基本テーマ 地域とつながる明るい行政サービス

地方
創生
①

基本ﾃｰﾏ 地方
創生
②

基本ﾃｰﾏ
重点項目 重点項目

施策 施策
国土地籍調査事業

事業期間 開始 平成2年 終了 実施主体 ■琴浦町 □その他
予算区分 款 農林水産業費 項 農業費 目

年度
当初

予算額
(千円)

事業費財源内訳
備考国庫

支出金
県支出金

その他
(収入)

起債 一般財源

12,727

事業の対
象 　第6次国土調査事業十箇年計画面積15.91km2

平成30年度 24,127 7,600 3,800

事業の目
的

(なんのために)

　国土調査法（昭和26年制定）に基づく第6次国土調査事業十箇年計画（H22～H31）により調査を実施し、
地籍図及び地籍簿を整備する。また、登記完了後は地籍データを管理し、土地財産の保全を図る。

　琴浦町調査対象面積：121.12km2　（全町面積139.97km2から国有林及び公有水面を除く）

事業の内
容

(どうやって)

※欄が不足
する場合

は、概要を
記載し、補
足事項は

「６参考資
料」欄に記
載する。

100% 100%

前年度
からの

改善点等

・調査地区数の見直し
　　調査地区の事業遅延を防止するため、調査地区を１契約１地区とし（年２地区を設定）、工程管理及
　び検査を適正に実施する。

根拠法令等 □法令(義務)　■法令(任意)　□条例　□規則　□訓令・要綱　□なし　□(　　　　　　　)
規程の名称 　国土調査法

重要業績
評価指標

KPI

最終
KPI

※施策として達成すべき指標を掲げる。(人口○○人、外国人観光客○○人増など)

指標 第6次国土調査事業十箇年計画（H22～H31）調査対象面積：15.91㎢

年度毎
KPI

年度 27 28

100%

29
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